
「カテゴリー・コントラクター」として
卸売業に新たな価値をもたらす

規制緩和や自由化が急速に進む中、多く

の企業が市場環境変化への対応を迫られて

いる。商品の流通を担う卸売業においても、

サービスの高度化やオペレーションのローコ

スト化が大きな課題だ。今後の競争を勝ち

抜いて行くためには、多様化する顧客ニー

ズに確実に応えることが求められる。

こうした厳しい状況の中、堅実な成長を

続けているのが、日用品・医薬衛生品・化粧

品の専門商社である中央物産だ。同社では

過去3期連続で、連結経常利益アップを実現

している。

中央物産 サプライ統括部 部長 益子 政一

氏は「当社ではサプライチェーン全体の最適

化を追求する『カテゴリー・コントラクター』を

標榜しています。『品揃えの充実』『高品質な

物流サービスの提供』『店頭を活性化するた

めのさまざまな提案』などに取り組み、お客

さまに対して最適かつきめ細かなサービスを

ご提供して参ります」と力強く語る。

単にモノを

流通させるだ

けではなく、付

加価値の高い

サービスを提

供することで、

従来の卸売業

の概念を超え

た新卸業態を

実現する。この

独創的な事業

戦略こそが、同社の成長の源泉となってい

るのだ。

戦略的な企業合併を実施
システム統合が大きな課題に

同社では1999年に、東海エリアをメインに

活動を続けていた卸売企業「チヨカジ」との

合併を実施した。その背景を益子氏は「旧

中央物産と旧チヨカジは、商圏の面でも取扱

商品のラインアップの面でも相互補完できる

部分が多かったのです。お互いが一体とな

ることで、より高いシナジー効果が発揮できる

と考えました」と説明する。

しかし実際に合併後の業務を進めていく

上では、解決すべき課題もあった。特に問題

となったのが、企業合併に付きもののシステム

統合の問題である。旧チヨカジの販売物流

システムはUNIXサーバによる分散システム、

旧中央物産のシステムはメインフレームで構

築されていたため、双方の業務プロセスが

まったく異なっていたのである。

「社内に二種類のシステムと業務プロセス

が存在していたのでは、業務の品質や生産

性を上げていくことは困難です。またシステム

維持/管理費用の削減を図るため、両システ

ムの統合プロジェクトに着手しました」と益子

氏は語る。

新販売物流システムの構築にあたっては、

「システム運用コスト40%削減」「業務生産性

10％アップ」が目標として掲げられた。同社

ではこの目標を達成すべく、統合後のシステ

ムを支える新たなサーバ製品の選択に取り

かかった。

市場での競争力を強化すべく、事業提携や合併に踏み切る企業が増加している。しかしこ
こで問題となるのが、ビジネスを支えるITインフラの統合作業だ。日用品・医薬衛生用品・
化粧品の専門商社である中央物産株式会社（以下、中央物産）でも、1999年にチヨカジ株
式会社（以下、チヨカジ）との合併を実施。その効果をより高めるべく、販売物流システムの
統合プロジェクトに着手した。新システムには日立の高信頼・高性能を特色とするAIX搭載
エンタープライズサーバ「EP8000」を採用。システムコストの大幅削減に成功すると同時
に、現場業務の生産性向上、基幹データの戦略活用など、数多くのメリットを実現している。
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従業員数 : 405名
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メインフレーム1台とUNIXサーバ5台を
1台の「EP8000」に統合

いくつかの製品を比較検討した結果、最終

的に採用されたのが業務資産の継承とメイン

フレームクラスの信頼性、優れたコストパフォー

マンスを実現する日立のエンタープライズサー

バ「EP8000」である。

EP8000を選択した理由を、中央物産のIT

パートナーであるコアネットインタナショナル

株式会社（以下、CNI）アウトソーシング事業

推進部 取締役部長 氏は「長年に

わたるメインフレーム開発で培った技術を

投入して、メインフレームと同等クラスの高

可用性/高信頼性を実現しているEP8000な

ら問題ないと考えました」と説明する。

実際、2001年9月から統合プロジェクトに着

手、2003年5月から拠点ごとに段階的な本番

稼働を行い、11月に全面稼働。約２年の短期

構築を実現し、現在まで安定稼働中である。

EP8000による新システムでは、日立のディ

スクアレイサブシステム「SANRISE」を採用。

オープンミドルウェアについては、旧チヨカジ

時代から活用している分散トランザクションマ

ネージャ「OpenTP1」、統合システム運用管理

「JP1」、スケーラブルデータベース「HiRDB」な

どを引き続き適用している。

「旧チヨカジ側のシステムでは日立のクリ

エイティブサーバ『3500シリーズ』、旧中央物産

側のシステムでは日立のメインフレーム

『MP5600』を使用しており、これらのプログラ

ム資産の継承や、ミドルウェアの親和性が高い

こともEP8000選択の大きなポイントとなりま

した」と 氏は説明する。

今回の再構築プロジェクトでは、長期間に

わたってしまうケースも多いシステム統合を、

できる限り短期間で完了させることも重要な

課題となっていた。その点EP8000なら、既存

資産を活かしつつ新たな業務環境を作り上

げることができる。

「簡単なプログラムは再コンパイルするだ

けで動きましたし、3500シリーズで使用され

ていた通信プロトコルなどもそのまま利用で

きました。短期構築を実現する上で、このこ

とは大きなメリットでしたね」と語るのは、

CNI アウトソーシング事業推進部 担当課長

山崎 力氏。同担当課長 田島 弘氏も「システ

ム統合に伴ってデータ量は大幅に増加しま

したが、EP8000のパフォーマンスのおかげで

問題なく処理が行えています。実は開発当初

は2台構成にすることも検討していたのです

が、検証の結果1台でも十分な性能であるこ

とが分かりました」と続ける。この言葉が示す

ように、以前はMP5600×1台と3500×5台で

処理していた業務を、システム統合後は1台の

EP8000 630で処理しているのである。

「事前に設定した『レスポンスは2秒以内』と

いう目標も、問題なくクリアできました」と益子

氏は満足げに語る。

業務のスピードと精度を大幅アップ
基幹データの戦略活用にも貢献

新販売管理システムの導入効果として、益子

氏は業務効率が大幅に向上した点を挙げる。

「以前はEOS受注伝票の変換処理に1時

間程度を要していた大手得意先でも、現在で

は同じ処理を10分程度で行えます。業務プロ

セスの最上流に位置する受注処理を迅速に

行えるということは、その後に続く物流業務の

スピードアップにもつながるのです」（益子氏）。

もし受注後の出荷指示を行うタイミングが遅

れてしまったら、商品のピッキングなどを行う

人員は作業が行えなくなってしまう。数百名に

も上る物流作業担当者が長い間「待ち」を強

いられるようなことになれば、コスト的にも相当

のロスが発生する。しかしEP8000を導入し

たことで、業務全体のスピードと精度を大幅に

向上させることが可能になったのだ。

「すでに多くの分野において、構築当初の

目的であった『業務生産性10%アップ』を実現

しています。今後新システムによる運用が定着

してくれば、さらに効果があがることでしょう」

と益子氏はにこやかに語る。もう一つの目的

であった「システム運用コスト40%削減」に

ついても、問題なく達成できたとのことだ。

また以前は二つのシステムが存在していた

ため、データウェアハウス（DWH）で分析業務

を行う際などにはマスターの正規化やデータ

のクレンジングを事前に行う必要があった。し

かし現在ではEP8000で蓄積したオープンな

データをそのままDWHで利用することができ

る。システム統合は基幹データの戦略的活用

を推進する上でも、大きな効果をあげている

のである。

「現代の物流ビジネスは、データ活用なし

には成り立ちません。今後はEP8000に蓄積

された情報を、お客さまとのコラボレーショ

ンにも積極的に役立てていきたいですね」と

益子氏は意気込みを語った。

株式会社日立製作所
エンタープライズサーバ事業部

〒140-0013 東京都品川区南大井6-26-3 大森ベルポートD館
TEL.03-5471-3270  FAX.03-5471-3271

http://www.hitachi.co.jp/EP8000

お問い合わせ

・会社名、製品名は、各社の商標もしくは登録商標です。
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